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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の拠点の第１の機器と第２の拠点の第２の機器が通信する通信システムであって、
　前記第１の機器は、
　前記第２の機器と通信を開始する通信開始手段と、
　前記第１の機器と有線又は無線により接続された第１の拠点の他の機器から、前記第２
の拠点の他の機器が前記第１の拠点の他の機器に接続するための接続情報、及び、前記第
１の拠点の他の機器の種別を示す種別情報を取得する接続情報取得手段と、
　前記接続情報及び前記種別情報を前記第２の機器に送信する送信手段と、を有し、
　前記第２の機器は、
　前記第１の機器から前記接続情報及び前記種別情報を受信する受信手段と、
　前記第２の機器と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他の機器から前記接
続情報及び前記第２の拠点の他の機器の種別を示す前記種別情報を取得しておき、前記受
信手段が受信した前記種別情報と、前記第２の拠点の他の機器から取得した前記種別情報
とを比較した結果に応じて、前記受信手段が受信した前記接続情報を前記第２の拠点の他
の機器に送信する他機器通信手段と、を有する通信システム。
【請求項２】
　前記第２の機器の前記他機器通信手段が有線又は無線により接続された前記第２の拠点
の他の機器を検出しない場合、
　前記受信手段は前記第２の拠点の他の機器が存在しない旨を前記第１の機器に通知する
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請求項１に記載の通信システム。
【請求項３】
　前記第１の機器は、
　前記第２の機器から前記第２の拠点の他の機器が存在しない旨の通知を受けた場合、前
記第２の拠点に前記第２の拠点の他の機器が存在しない旨を表示装置に表示する請求項２
に記載の通信システム。
【請求項４】
　前記第１の機器は、前記送信手段が前記第２の機器に前記接続情報を送信する前に、前
記接続情報を送信する旨を表示装置に表示する請求項１～３のいずれか１項に記載の通信
システム。
【請求項５】
　前記接続情報取得手段は前記第１の拠点の他の機器に自機の識別情報を送信し、前記第
１の拠点の他の機器から前記第２の拠点の他の機器と通信する機器であることの通知を受
けた場合、
　前記送信手段が、前記接続情報を前記第２の機器に送信する請求項１～４のいずれか１
項に記載の通信システム。
【請求項６】
　前記接続情報取得手段は、前記第１の拠点の他の機器と互いの識別情報を交換し、
　前記第１の機器は自機と前記第１の拠点の他の機器の前記識別情報を外部装置に送信し
、前記第１の拠点の他の機器は自機と前記第１の機器の前記識別情報を前記外部装置に送
信し、
　前記外部装置が前記第１の拠点と前記第２の拠点に存在する機器に応じて、前記接続情
報を前記第２の拠点に送信する機器として前記第１の機器を決定し、前記外部装置から該
決定の旨の通知を前記第１の機器が受けた場合に、前記送信手段は前記接続情報を前記第
２の機器に送信する請求項１～５のいずれか１項に記載の通信システム。
【請求項７】
　前記第１の機器は、前記外部装置から前記第２の拠点に存在する機器のリストを取得し
、表示装置に表示する請求項６に記載の通信システム。
【請求項８】
　前記第１の拠点に存在する前記第１の拠点の他の機器、及び、前記第２の拠点に存在す
る前記第２の拠点の他の機器を有し、
　前記第２の拠点の他の機器は、他機器通信手段から送信された前記接続情報を用いて前
記第１の拠点の他の機器に接続する接続手段を有する請求項１～７のいずれか１項に記載
の通信システム。
【請求項９】
　前記第１の機器はＨＤＭＩケーブル又はBluetooth（登録商標）を介して前記第１の拠
点の他の機器と通信する請求項１～８のいずれか１項に記載の通信システム。
【請求項１０】
　第１の拠点の伝送端末と有線又は無線により接続された前記第１の拠点の他の機器に第
２の拠点の他の機器が接続するための接続情報、及び、前記第１の拠点の他の機器の種別
を示す種別情報を前記第１の拠点の前記伝送端末から受信する受信手段と、
　前記第２の拠点の第２の伝送端末と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他
の機器から前記接続情報及び前記第２の拠点の他の機器の種別を示す前記種別情報を取得
しておき、前記受信手段が受信した前記種別情報と、前記第２の拠点の他の機器から取得
した前記種別情報とを比較した結果に応じて、前記受信手段が受信した前記接続情報を、
前記第２の拠点の他の機器に送信する他機器通信手段と、を有する前記第２の拠点の第２
の伝送端末と通信する前記第１の拠点の前記伝送端末であって、
　前記第２の拠点の前記第２の伝送端末と通信を開始する通信開始手段と、
　前記第１の拠点の前記伝送端末に有線又は無線により接続された前記第１の拠点の他の
機器から、前記接続情報、及び、前記第１の拠点の他の機器の種別を示す種別情報を取得
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する接続情報取得手段と、
　前記接続情報及び前記種別情報を前記第２の伝送端末に送信する送信手段と、を有する
伝送端末。
【請求項１１】
　第１の拠点の情報処理装置と有線又は無線により接続された前記第１の拠点の他の機器
に第２の拠点の他の機器が接続するための接続情報、及び、前記第１の拠点の他の機器の
種別を示す種別情報を前記第１の拠点の前記情報処理装置から受信する受信手段と、
　前記第２の拠点の伝送端末と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他の機器
から前記接続情報及び前記第２の拠点の他の機器の種別を示す前記種別情報を取得してお
き、前記受信手段が受信した前記種別情報と、前記第２の拠点の他の機器から取得した前
記種別情報とを比較した結果に応じて、前記受信手段が受信した前記接続情報を、前記第
２の拠点の他の機器に送信する他機器通信手段と、を有する前記第２の拠点の伝送端末と
通信する前記第１の拠点の前記情報処理装置に、
　前記第２の拠点の伝送端末と通信を開始する通信開始ステップと、
　前記第１の拠点の前記情報処理装置に有線又は無線により接続された前記第１の拠点の
他の機器から、前記接続情報、及び、前記第１の拠点の他の機器の種別を示す種別情報を
取得する接続情報取得ステップと、
　前記接続情報及び前記種別情報を前記第２の拠点の伝送端末に送信する送信ステップと
、を実行させるためのプログラム。
【請求項１２】
　第１の拠点の情報処理装置と有線又は無線により接続された前記第１の拠点の他の機器
に第２の拠点の他の機器が接続するための接続情報、及び、前記第１の拠点の他の機器の
種別を示す種別情報を前記第１の拠点の前記情報処理装置から受信する受信手段と、
　前記第２の拠点の伝送端末と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他の機器
から前記接続情報及び前記第２の拠点の他の機器の種別を示す前記種別情報を取得してお
き、前記受信手段が受信した前記種別情報と、前記第２の拠点の他の機器から取得した前
記種別情報とを比較した結果に応じて、前記受信手段が受信した前記接続情報を、前記第
２の拠点の他の機器に送信する他機器通信手段と、を有する第２の拠点の伝送端末と通信
する前記第１の拠点の前記情報処理装置によって行われる通信方法であって、
　前記第２の拠点の伝送端末と通信を開始する通信開始ステップと、
　前記第１の拠点の前記情報処理装置に有線又は無線により接続された前記第１の拠点の
他の機器から、前記接続情報、及び、前記第１の拠点の他の機器の種別を示す種別情報を
取得する接続情報取得ステップと、
　前記接続情報及び前記種別情報を前記第２の拠点の伝送端末に送信する送信ステップと
、を有する通信方法。
【請求項１３】
　第１の拠点の第１の機器と第２の拠点の第２の機器が通信する通信システムによって行
われる通信方法であって、
　前記第１の機器は、
　前記第２の機器と通信を開始する通信開始ステップと、
　前記第１の機器と有線又は無線により接続された前記第１の拠点の他の機器から、前記
第２の拠点の他の機器が前記第１の拠点の他の機器に接続するための接続情報、及び、前
記第１の拠点の他の機器の種別を示す種別情報を取得する接続情報取得ステップと、
　前記接続情報及び前記種別情報を前記第２の機器に送信する送信ステップと、を有し、
　前記第２の機器は、
　前記第１の機器から前記接続情報及び前記種別情報を受信する受信ステップと、
　前記第２の機器と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他の機器から前記接
続情報及び前記第２の拠点の他の機器の種別を示す前記種別情報を取得しておき、前記受
信ステップにより受信された前記種別情報と、前記第２の拠点の他の機器から取得した前
記種別情報とを比較した結果に応じて、前記受信ステップにより受信された前記接続情報
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を、前記第２の機器と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他の機器に送信す
る他機器通信ステップと、を有する通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信システム、伝送端末、通信方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ネットワークなどのインフラ整備が進むにつれネットワークを介して通信する機器の利
用が増えるようになった。例えば、テレビ会議システムでは、インターネット等の通信ネ
ットワークを介して遠隔地に配置されたそれぞれの伝送装置が遠隔会議を行うことができ
る。また、別々の拠点に配置された電子黒板と呼ばれる機器がネットワークを介して通信
し、電子黒板のディスプレイの表示内容を互いに送信することで表示内容を共有するシス
テム（便宜的に電子黒板システムという）も存在する。
【０００３】
　そして、これら異なるシステムをユーザが同時に使用することで、遠隔地同士のユーザ
がより高度なコミュニケーションを行うことが可能になると期待される。
【０００４】
　ところで、ネットワークを介して互いに通信する機器は、通信の安全性を確保するため
に、サーバや相手機器から認証を受けることが多い。しかしながら、認証は各システムご
とに行われるものであるため、テレビ会議システムと電子黒板システムを使用するユーザ
はそれぞれのシステムで別々に機器の認証を受ける必要がある。このため、ユーザがテレ
ビ会議システムを使いながら電子黒板システムを使用する場合には、ユーザは２回の認証
操作が必要であり、ユーザの操作負担となっている。
【０００５】
　このような操作負担を低減する技術が考案されている（例えば、特許文献１参照。）。
特許文献１には、複数の通信端末が第１通信手段にて通信中に、第１通信端末から第２通
信端末への第２通信手段による通信要求を受けると、第１通信手段における第２通信端末
の接続情報を取得し、第１通信手段における第２通信端末の接続情報に対応する第２通信
手段における第２通信端末の接続情報を取得し、第１通信端末と第２通信端末の第２通信
手段による通信を行うサーバが開示されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載された技術では、通信を開始する前にサーバのデータ
ベース上にユーザが予め通信端末の通信手段毎に接続情報を記憶させておかなければなら
ないという問題がある。
【０００７】
　本発明は、上記課題に鑑み、ネットワークを介した機器同士の通信の際に通信の開始に
係るユーザの負担を低減することができる通信システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、第１の拠点の第１の機器と第２の拠点の第２の機器が通信する通信システム
であって、前記第１の機器は、前記第２の機器と通信を開始する通信開始手段と、前記第
１の機器と有線又は無線により接続された第１の拠点の他の機器から、前記第２の拠点の
他の機器が前記第１の拠点の他の機器に接続するための接続情報、及び、前記第１の拠点
の他の機器の種別を示す種別情報を取得する接続情報取得手段と、前記接続情報及び前記
種別情報を前記第２の機器に送信する送信手段と、を有し、
　前記第２の機器は、前記第１の機器から前記接続情報及び前記種別情報を受信する受信
手段と、前記第２の機器と有線又は無線により接続された前記第２の拠点の他の機器から
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前記接続情報及び前記第２の拠点の他の機器の種別を示す前記種別情報を取得しておき、
前記受信手段が受信した前記種別情報と、前記第２の拠点の他の機器から取得した前記種
別情報とを比較した結果に応じて、前記受信手段が受信した前記接続情報を前記第２の拠
点の他の機器に送信する他機器通信手段と、を有する。
【発明の効果】
【０００９】
　ネットワークを介した機器同士の通信の際に通信の開始に係るユーザの負担を低減する
ことができる通信システムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】第１通信システムＳ１と第２通信システムＳ２の認証手順を説明する図の一例で
ある。
【図２】第１通信システムＳ１の一例の概略図である。
【図３】伝送端末のハードウェア構成図の一例である。
【図４】伝送管理システムのハードウェア構成図の一例である。
【図５】第２通信システムＳ２の全体構成図の一例である。
【図６】電子黒板のハードウェア構成図の一例である。
【図７】第１通信システムＳ１及び第２通信システムＳ２に含まれる伝送端末，伝送管理
システム，及び、電子黒板の機能ブロック図の一例である。
【図８】伝送端末１０ａａと１０ａｂがセッションを確立する手順を示すシーケンス図の
一例である。
【図９】電子黒板３０ａａと３０ａｂが会議を開始する手順を示すシーケンス図の一例で
ある。
【図１０】電子黒板３０ａｂが第１通信システムＳ１を利用して電子黒板３０ａａから認
証を受ける手順を示すシーケンス図の一例である。
【図１１】電子黒板、伝送端末のディスプレイに表示されるメッセージの一例を示す図で
ある。
【図１２】電子黒板３０ａｂが第１通信システムＳ１を利用して電子黒板３０ａａから認
証を受ける手順を示すシーケンス図の一例である。
【図１３】伝送端末に接続されたディスプレイ，及び電子黒板のディスプレイに表示され
たメッセージの一例を示す図である。
【図１４】電子黒板の周囲に複数の伝送端末が存在している場合の伝送端末の選択を説明
する図の一例である。
【図１５】第１通信システムＳ１及び第２通信システムＳ２に含まれる伝送端末，伝送管
理システム，及び、電子黒板の機能ブロック図の一例である（実施例２）。
【図１６】伝送管理システムが認証する機器を決定する手順を示すシーケンス図の一例で
ある。
【図１７】伝送端末のディスプレイに表示された拠点Ｂの機器のリストを示す図の一例で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を実施するための形態について図面を参照しながら説明する。
【実施例１】
【００１２】
　図１を用いて、本実施形態の認証手順の概略を説明する。図１（ａ）は、比較のために
示した第１通信システムＳ１と第２通信システムＳ２それぞれの従来の認証手順を説明す
る図の一例である。伝送端末１０ａａと１０ａｂが第１通信ネットワークＮ１を介して通
信するシステムを第１通信システムＳ１と称し、電子黒板３０ａａ（第１の拠点の他の機
器）と電子黒板３０ａｂ（第２の拠点の他の機器）が第２通信ネットワークＮ２を介して
通信するシステムを第２通信システムＳ２と称する。
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【００１３】
　図１（ａ）に示すように、伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａは同じ拠点（拠点Ａと
する）に配置されており、伝送端末１０ａｂと電子黒板３０ａｂは同じ拠点（拠点Ｂとす
る）に配置されている。伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａは有線又は無線により通信
することができ、伝送端末１０ａａがディスプレイ１２０ａａに表示する画面を電子黒板
３０ａａがディスプレイ３ａの領域Ｄａに表示することができる。伝送端末１０ａｂと電
子黒板３０ａｂについても同様である。
【００１４】
　また、伝送端末１０ａａと１０ａｂは第１通信ネットワークＮ１を介して通信すること
ができ、電子黒板３０ａａと３０ａｂは第２通信ネットワークＮ２を介して通信すること
ができる。拠点ＡのユーザＡは拠点ＢのユーザＢと伝送端末１０ａａ、１０ａｂを用いて
テレビ会議しながら、電子黒板３０ａａに文字や図形を描画する。電子黒板３０ａｂは電
子黒板３０ａａと通信して電子黒板３０ａに描画された文字や図形をディスプレイ３ｂに
表示する。したがって、ユーザＡとユーザＢはテレビ会議しながら電子黒板３０への描画
内容を共有することができる。
【００１５】
　このような構成において、ユーザＡが伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａを用いて伝
送端末１０ａｂと電子黒板３０ａｂを使用するユーザＢとテレビ会議を始めるためには、
従来、以下のような手順が必要であった。
（１）ユーザＡは伝送端末１０ａａを操作して伝送端末１０ａｂとのセッション（通信）
を確立する。この過程で伝送端末１０ａａと１０ａｂの認証が行われる。
（２）ユーザＡは電子黒板３０ａａのＩＰアドレスとパスコードを電話などの何らかの方
法でユーザＢに知らせて、ユーザＢが電子黒板３０ａｂに入力することで電子黒板３０ａ
ｂが電子黒板３０ａａから認証を受け通信を開始する。
【００１６】
　したがって、ユーザＡは伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａを用いてユーザＢと会議
するために、伝送端末１０ａａと１０ａｂを接続する作業と、電子黒板３０ａａと３０ａ
ｂを接続する作業が別々に必要であった。
【００１７】
　次に、図１（ｂ）を用いて本実施形態の認証の手順を説明する。図１（ｂ）は、本実施
形態において第１通信システムＳ１と第２通信システムＳ２の認証手順を説明する図の一
例である。
（１）伝送端末１０ａａの接続を検出した電子黒板３０ａａは伝送端末１０ａａに自分の
ＩＰアドレスとパスコードを送信する。
（２）ユーザＡは伝送端末１０ａａを操作して伝送端末１０ａｂとのセッション（通信）
を確立する。この過程で伝送端末１０ａａと１０ａｂの認証が行われる。
（３）伝送端末１０ａａは電子黒板３０ａａのＩＰアドレスとパスコードを伝送端末１０
ａｂに送信する。
（４）伝送端末１０ａｂは電子黒板３０ａａのＩＰアドレスとパスコードを電子黒板３０
ａｂに送信する。
（５）電子黒板３０ａｂは電子黒板３０ａａのＩＰアドレスとパスコードを用いて電子黒
板３０ａａから認証を受けて電子黒板３０ａｂと通信を開始する。
【００１８】
　電子黒板３０ａａのＩＰアドレスとパスコードは、第１通信システムＳ１により認証さ
れた伝送端末１０ａａから伝送端末１０ａｂに送信されたものなので、ユーザＡが使用し
ている電子黒板３０ａａのＩＰアドレスとパスコードであることが検証されている。伝送
端末１０ａｂは同じく第１通信システムＳ１により認証済みなので伝送端末１０ａｂと接
続された電子黒板３０ａｂもユーザＢが使用しているものであることが検証されている。
【００１９】
　したがって、本実施形態の第２通信システムＳ２は、第１通信システムＳ１により認証
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された伝送端末１０ａａと１０ａｂを使って、電子黒板３０ａａと３０ａｂの認証を行う
ことができる。すなわち、予め伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａとが紐付けられたデ
ータベースを用いることなく、ユーザは１回の認証に必要な操作を行うだけで、第１通信
システムＳ１と第２通信システムＳ２における認証を終わらせることができる。また、ユ
ーザの操作負担を軽減することができる。
【００２０】
　＜第１通信システムＳ１の構成例＞
　図２は、本実施形態に係る第１通信システムＳ１の一例の概略図である。第１通信シス
テムＳ１は、伝送管理システム５０を介して複数の伝送端末間で情報や感情等を相互に伝
達するためのコミュニケーションシステムである。第１通信システムＳ１には、テレビ会
議システム、テレビ電話システム、音声会議システム、音声電話システム、ＰＣ（Person
al Computer）画面共有システム、テキストチャットシステム等が例として挙げられる。
また、第１通信システムＳ１には、伝送管理システム５０を介して一方の伝送端末から他
方の伝送端末に一方向でコンテンツデータを伝送するデータ提供システムが含まれる。
【００２１】
　本実施形態では、コミュニケーションシステムの一例としてのテレビ会議を行うことが
できるシステムを想定して説明する。
【００２２】
　図２に示されている第１通信システムＳ１は、複数の伝送端末（１０ａａ，１０ａｂ，
・・・）、複数の携帯端末（２０ａａ，２０ａｂ，・・・）、各伝送端末（１０ａａ，１
０ａｂ，・・・）用のディスプレイ（１２０ａａ，１２０ａｂ，・・・）、複数の中継装
置（４０ａ，４０ｂ，・・・）、伝送管理システム５０、及び、プログラム提供システム
９０によって構築されている。
【００２３】
　複数の伝送端末１０は、コンテンツデータの一例としての画像データ及び音声データの
送受信を行う。すなわち、複数の伝送端末１０は、テレビ会議サービスを利用することが
できるテレビ会議端末である。本実施形態では、伝送端末１０はテレビ会議に専用の端末
であるとする。
【００２４】
　他方、複数の携帯端末２０は、コンテンツデータの一例としての画像データ及び音声デ
ータの送受信を行う。携帯端末２０はテキストデータを送受信可能であってもよい。すな
わち、複数の携帯端末２０は、テレビ会議だけでなく、テキストチャットを利用できても
よい。本実施形態では、携帯端末２０は、特に断らない限り、タブレット型端末、携帯電
話、スマートフォン、ＰＤＡ（Personal Digital Assistant）、ウェアラブルコンピュー
タ、監視カメラ、電子黒板、ゲーム機器、汎用ＰＣ端末、カーナビゲーション端末、プロ
ジェクタなどの投影装置又は通信機能を備えた産業用機器などでもよい。ウェアラブルコ
ンピュータには、腕時計やヘッドマウントディスプレイ等が含まれる。また、産業用機器
には、ＭＦＰ（Multifunctional Peripheral/Printer/Product）等のオフィス機器、内視
鏡等の医療用機器、耕耘機等の産業用機器などが含まれる。
【００２５】
　なお、携帯端末２０は、例えば携帯電話通信網やＷｉＦｉ（Wireless Fidelity）など
を介して第１通信ネットワークＮ１に無線で接続されている。
【００２６】
　後述するハードウェア構成から明らかなように伝送端末１０及び携帯端末２０は情報処
理装置と称される。
【００２７】
　伝送端末１０及び携帯端末２０は、コミュニケーションシステムの呼制御を管理する伝
送管理システム５０により管理される。
【００２８】
　なお、以下では、複数の伝送端末（１０ａａ，１０ａｂ，・・・）のうちの任意の伝送
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端末は「伝送端末１０」と表され、複数の携帯端末（２０ａａ，２０ａｂ，・・・）のう
ちの任意の携帯端末は「携帯端末２０」と表されている。ディスプレイ１２０、中継装置
４０、ルータ７０についても同様とする。
【００２９】
　また、一方の伝送端末１０又は携帯端末２０から他方の伝送端末１０又は携帯端末２０
へテレビ会議の開始を要求する端末は「要求元端末」と表され、要求先である宛先として
の端末は「宛先端末」と表されている。
【００３０】
　また、第１通信システムＳ１において、要求元端末と宛先端末との間では、伝送管理シ
ステム５０を介して、各種の管理情報を送受信するための管理情報用セッションが確立さ
れる。また、要求元端末と宛先端末との間では、中継装置４０を介して、コンテンツデー
タを送受信するためのセッションが確立される。なお、コンテンツデータのセッションで
は、必ず中継装置４０を介する必要はなく、伝送管理システム５０を介してセッションが
確立されてもよいし、要求元端末と宛先端末とが直接セッションを確立してもよい。
【００３１】
　中継装置４０は、上記のように、複数の伝送端末１０と携帯端末２０との間で、コンテ
ンツデータの中継を行う。
【００３２】
　伝送管理システム５０は、伝送端末１０及び携帯端末２０のログイン認証、通話状況の
管理、宛先リストの管理、及び、中継装置４０に対しコンテンツデータの送信先を通知し
たり通話状況を管理させる等を行う。
【００３３】
　プログラム提供システム９０は、後述のＨＤ（Hard Disk）３０４に、伝送端末１０や
携帯端末２０に各種機能を実現させるための端末用プログラムを記憶しており、伝送端末
１０や携帯端末２０に端末用プログラムを送信することができる。プログラム提供システ
ム９０はＨＤ３０４に、伝送管理システム５０に各種機能を実現させるための伝送管理用
プログラム３２０をも記憶しており、伝送管理システム５０に伝送管理用プログラム３２
０を送信することができる。
【００３４】
　伝送端末（１０ａａ，１０ａｂ，１０ａｃ，・・・）、中継装置４０ａ、及びルータ７
０ａは、ＬＡＮ２ａによって通信可能に接続されている。伝送端末（１０ｂａ，１０ｂｂ
，１０ｂｃ，・・・）、携帯端末（２０ａａ、２０ａｂ、…）、中継装置４０ｂ、及びル
ータ７０ｂは、ＬＡＮ２ｂによって通信可能に接続されている。また、ＬＡＮ２ａ及びＬ
ＡＮ２ｂは、ルータ７０ａｂが含まれた専用線２ａｂによって通信可能に接続されており
、所定の地域Ａ内で構築されている。例えば、地域Ａは日本であり、ＬＡＮ２ａは東京の
事業所内で構築されており、ＬＡＮ２ｂは大阪の事業所内で構築されている。また、携帯
端末（２０ａａ，２０ａｂ，・・・）は、地域Ａで利用されている。
【００３５】
　一方、伝送端末（１０ｃａ，１０ｃｂ，１０ｃｃ，・・・）、中継装置４０ｃ、及びル
ータ７０ｃは、ＬＡＮ２ｃによって通信可能に接続されている。伝送端末（１０ｄａ，１
０ｄｂ，１０ｄｃ，・・・）、携帯端末（２０ａｃ、２０ａｄ、…）、中継装置４０ｄ、
及びルータ７０ｄは、ＬＡＮ２ｄによって通信可能に接続されている。また、ＬＡＮ２ｃ
及びＬＡＮ２ｄは、ルータ７０ｃｄが含まれた専用線２ｃｄによって通信可能に接続され
ており、所定の地域Ｂ内で構築されている。例えば、地域Ｂはアメリカ合衆国であり、Ｌ
ＡＮ２ｃはニューヨークの事業所内で構築されており、ＬＡＮ２ｄはワシントンＤ．Ｃ．
の事業所内で構築されている。また、携帯端末（２０ａｃ，２０ａｄ，・・・）は、地域
Ｂで利用されている。
【００３６】
　また、伝送管理システム５０及びプログラム提供システム９０は、インターネットｉを
介して、伝送端末１０、携帯端末２０及び中継装置４０と通信可能に接続されている。伝
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送管理システム５０又はプログラム提供システム９０は、地域Ａ又は地域Ｂに設置されて
いてもよいし、これら以外の地域に設置されていてもよい。ＬＡＮ２ａ、２ｂ、２ａｂ、
２ｃ、２ｄ、２ｃｄ及びインターネットｉにより第１通信ネットワークＮ１が実現されて
いる。
【００３７】
　また、図２において、各伝送端末１０、各携帯端末２０、各中継装置４０、伝送管理シ
ステム５０、各ルータ７０、及び、プログラム提供システム９０の下に示されている４組
の数字は、一般的なＩＰｖ４におけるＩＰアドレスを簡易的に示している。
【００３８】
　　＜ハードウェア構成＞
　　＜＜伝送端末＞＞
　次に、図３を用いて、伝送端末１０のハードウェア構成について説明する。図３は、本
実施形態に係る伝送端末のハードウェア構成図の一例である。図３に示されているように
、本実施形態の伝送端末１０は、伝送端末１０全体の動作を制御するＣＰＵ（Central Pr
ocessing Unit）１０１を有する。また、ＩＰＬ（Initial Program Loader）等のＣＰＵ
１０１の駆動に用いられるプログラムを記憶したＲＯＭ（Read Only Memory）１０２を有
する。また、ＣＰＵ１０１のワークエリアとして使用されるＲＡＭ（Random Access Memo
ry）１０３、端末用プログラム１３０、画像データ、及び音声データ等の各種データを記
憶するフラッシュメモリ１０４を有する。また、ＣＰＵ１０１の制御にしたがってフラッ
シュメモリ１０４に対する各種データの読み出し又は書き込みを制御するＳＳＤ（Solid 
State Drive）１０５を有する。また、フラッシュメモリ等の記録メディア１０６に対す
るデータの読み出し又は書き込み（記憶）を制御するメディアドライブ１０７、及び、伝
送端末１０の宛先を選択する場合などに操作される操作ボタン１０８を有する。また、伝
送端末１０の電源のＯＮ／ＯＦＦを切り換えるための電源スイッチ１０９、及び、第１通
信ネットワークＮ１を利用してデータ伝送をするためのネットワークＩ／Ｆ（Interface
）１１１を備えている。
【００３９】
　また、伝送端末１０は、ＣＰＵ１０１の制御に従って被写体を撮像して画像データを得
る内蔵型のカメラ１１２、このカメラ１１２の駆動を制御する撮像素子Ｉ／Ｆ１１３、及
び、音声を入力する内蔵型のマイク１１４を有する。また、音声を出力する内蔵型のスピ
ーカ１１５、及び、ＣＰＵ１０１の制御に従ってマイク１１４及びスピーカ１１５との間
で音声信号の入出力を処理する音声入出力Ｉ／Ｆ１１６を有する。また、ＣＰＵ１０１の
制御に従って外付けのディスプレイ１２０や電子黒板３０に画像データを伝送するディス
プレイＩ／Ｆ１１７、各種の外部機器を接続するための外部機器接続Ｉ／Ｆ１１８、及び
認証受付Ｉ／Ｆ１１９を有する。また、上記各構成要素を図３に示されているように電気
的に接続するためのアドレスバスやデータバス等のバスライン１１０を備えている。
【００４０】
　ディスプレイ１２０は、被写体の画像や操作用アイコン等を表示する液晶や有機ＥＬに
よって構成された表示部である。また、ディスプレイ１２０は、ケーブル１２０ｃによっ
てディスプレイＩ／Ｆ１１７に接続される。伝送端末１０のディスプレイ１２０は、ケー
ブル１２０ｃによってディスプレイＩ／Ｆ１１７に接続されているが、これに限られず、
ディスプレイ１２０は、伝送端末１０に内蔵されていてもよい。
【００４１】
　外部機器接続Ｉ／Ｆ１１８には、ＵＳＢ（Universal Serial Bus）ケーブル等によって
、外付けカメラ、外付けマイク、及び外付けスピーカ等の外部機器がそれぞれ接続可能で
ある。
【００４２】
　認証受付Ｉ／Ｆ１１９は、ユーザから認証情報の入力を受け付けるインタフェースであ
り、具体的には、ＩＣカードリーダや（例えばＮＦＣ（Near field communication））、
ＳＤカードやＳＩＭカード等の読み取り器が該当する。
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【００４３】
　さらに、端末用プログラム１３０は、インストール可能な形式又は実行可能な形式のフ
ァイルで、上記記録メディア１０６等の、コンピュータで読み取り可能な記録媒体に記録
して流通させるようにしてもよい。また、端末用プログラム１３０は、フラッシュメモリ
１０４ではなくＲＯＭ１０２に記憶させるようにしてもよい。
【００４４】
　携帯端末２０のハードウェア構成については伝送端末１０のハードウェア構成と重複し
ている部分が多く、また、その相違があるとしても第１通信システムＳ１を構築する上で
支障がないものとする。
【００４５】
　　＜＜伝送管理システム、中継装置、プログラム提供システム≫
　次に、図４を用いて、伝送管理システム５０のハードウェア構成について説明する。図
４は、本実施形態に係る伝送管理システム５０のハードウェア構成図の一例である。
【００４６】
　なお、図示する伝送管理システム５０等のハードウェア構成は、１つの筐体に収納され
ていたりひとまとまりの装置として備えられていたりする必要はなく、伝送管理システム
５０等が備えていることが好ましいハード的な要素を示す。また、クラウドコンピューテ
ィングに対応するため、本実施形態の伝送管理システム５０等の物理的な構成は固定的で
なくてもよく、負荷に応じてハード的なリソースが動的に接続・切断されることで構成さ
れてよい。
【００４７】
　伝送管理システム５０は、伝送管理システム５０全体の動作を制御するＣＰＵ３０１、
ＩＰＬ等のＣＰＵ３０１の駆動に用いられるプログラムを記憶したＲＯＭ３０２、及び、
ＣＰＵ３０１のワークエリアとして使用されるＲＡＭ３０３を有する。また、伝送管理用
プログラム３２０等の各種データを記憶するＨＤ３０４、及び、ＣＰＵ３０１の制御にし
たがってＨＤ３０４に対する各種データの読み出し又は書き込みを制御するＨＤＤ(Hard 
Disk Drive)３０５を有する。また、フラッシュメモリ等の記録メディア３０６に対する
データの読み出し又は書き込み（記憶）を制御するメディアドライブ３０７、及び、カー
ソル、メニュー、ウィンドウ、文字、又は画像などの各種情報を表示するディスプレイ３
０８を有する。また、第１通信ネットワークＮ１を利用してデータ伝送をするためのネッ
トワークＩ／Ｆ３０９、文字、数値、各種指示などの入力のための複数のキーを備えたキ
ーボード３１１、及び、各種指示の選択や実行、処理対象の選択、カーソルの移動などを
行うマウス３１２を有する。また、着脱可能な記録媒体の一例としてのＣＤ－ＲＯＭ(Com
pact Disc Read Only Memory)３１３に対する各種データの読み出し又は書き込みを制御
するＣＤ－ＲＯＭドライブ３１４を有する。また、上記各構成要素を図４に示されている
ように電気的に接続するためのアドレスバスやデータバス等のバスライン３１０を備えて
いる。
【００４８】
　なお、上記伝送管理用プログラム３２０は、インストール可能な形式又は実行可能な形
式のファイルで、上記記録メディア３０６やＣＤ－ＲＯＭ３１３等のコンピュータで読み
取り可能な記録媒体に記録して流通させるようにしてもよい。また、上記伝送管理用プロ
グラム３２０は、ＨＤ３０４ではなくＲＯＭ３０２に記憶されるようにしてもよい。
【００４９】
　また、中継装置４０及びプログラム提供システム９０は、上記の伝送管理システム５０
と同様のハードウェア構成を有しているため、その説明を省略する。
【００５０】
　＜第２通信システムＳ２の構成例＞
　図５は、第２通信システムＳ２の全体構成図の一例である。なお、図５では、説明を簡
略化するために、２台の電子黒板３０ａａ、３０ａｂ及びこれに付随する電子ペン４ａ，
４ｂ等を示しているだけであって、３台以上の電子黒板３０や電子ペン等を利用してもよ



(11) JP 6531436 B2 2019.6.19

10

20

30

40

50

い。
【００５１】
　第２通信システムＳ２は、複数の電子黒板３０ａａ、３０ａｂ、複数の電子ペン４ａ，
４ｂ、ＵＳＢメモリ５ａ，５ｂ、ノートＰＣ(Personal Computer)６ａ，６ｂ、及び、伝
送端末１０ａａ，１０ａｂを有する。また、電子黒板３０ａａ、３０ａｂは、第２通信ネ
ットワークＮ２を介して通信可能に接続されている。更に、複数の電子黒板３０ａａ、３
０ａｂには、それぞれディスプレイ３ａ，３ｂが設けられている。
【００５２】
　また、電子黒板３０ａａには、電子ペン４ａによって生じたイベント（ディスプレイ３
ａに電子ペン４ａのペン先、又は、電子ペン４ａのペン尻のタッチ）による描画された画
像を、ディスプレイ３ａに表示させることができる。なお、電子ペン４ａだけでなく、ユ
ーザの手Ｈ等によって生じたイベント（拡大、縮小、ページめくり等のジェスチャ）に基
づいて、ディスプレイ３ａ上に表示されている画像を変更させることもできる。
【００５３】
　また、電子黒板３０ａａには、ＵＳＢメモリ５ａが接続可能であり、電子黒板３０ａａ
はＵＳＢメモリ５ａからＰＤＦ等の電子ファイルを読み出したり、電子黒板３０ａａはＵ
ＳＢメモリ５ａに電子ファイルを記録したりすることができる。また、電子黒板３０ａａ
には、Display Port、DVI(Digital Visual Interface)、HDMI（登録商標）(High-Definit
ion Multimedia Interface)及びVGA(Video Graphics Array)等の規格による通信が可能な
ケーブル９ａ１を介して、ノートＰＣ６ａが接続されている。そして、電子黒板３０ａａ
では、ディスプレイ３ａに対する接触によってイベントを発生させ、このイベントを示す
イベント情報を、マウスやキーボード等の入力装置のイベントと同様に、ノートＰＣ６ａ
に送信する。同じく、電子黒板３０ａａには、上記規格による通信が可能なケーブル９ａ
２を介して、伝送端末１０ａａが接続されている。なお、ノートＰＣ６ａ、及び伝送端末
１０ａａは、Bluetooth（登録商標）等の各種無線通信プロトコルに準拠した無線通信に
より、電子黒板３０ａａと通信してもよい。
【００５４】
　一方、電子黒板３０ａｂが設置されている他の拠点では、上記と同様に、ディスプレイ
３ｂを備えた電子黒板３０ａｂ、電子ペン４ｂ、ＵＳＢメモリ５ｂ、ノートＰＣ６ｂ、伝
送端末１０ａｂ、ケーブル９ｂ１、ケーブル９ｂ２が利用される。更に、ユーザの手Ｈｂ
等によって生じたイベントに基づいて、ディスプレイ３ｂ上に表示されている画像を変更
させることもできる。
【００５５】
　これにより、一の拠点で電子黒板３０ａａのディスプレイ３ａ上に描画された画像は、
他の拠点で電子黒板３０ａｂのディスプレイ３ｂ上にも表示される。逆に他の拠点で電子
黒板３０ａｂのディスプレイ３ｂ上に描画された画像は、一の拠点で電子黒板３０ａａの
ディスプレイ３ａ上に表示される。
【００５６】
　なお、以下では、複数の電子黒板のうち任意の電子黒板を示す場合には「電子黒板３０
」と示す。ディスプレイ３、電子ペン４、ＵＳＢメモリ５、ノートＰＣ６、手Ｈ、ケーブ
ル９についても同様である。
【００５７】
　第２通信ネットワークＮ２は、いわゆるイントラネットが想定される。イントラネット
とはファイアウォールなどで外部から隔離された社内用のネットワークであり、１つ以上
のＬＡＮがルータなどを介して接続されている。社内用のネットワークであれば複数のＬ
ＡＮが接続されたＷＡＮであってもよい。社内用のネットワークであるため、電子黒板３
０ａａはＩＰアドレスがあれば電子黒板３０ａｂと通信できる。これに対し、電子黒板３
０ａａが社外のネットワークに接続されていたり、電子黒板３０ａａが社内にあっても通
信が一度、社外に出たりすると、サーバを経由するなどしないと電子黒板３０ａｂとは通
信できない。
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【００５８】
　また、本実施形態の電子黒板３０は、電子黒板としての機能のみを有するものである必
要はなく、スマートフォン、携帯電話機、カーナビゲーション端末、ウェアラブルコンピ
ュータ、監視カメラ、ゲーム機器、又は通信機能を備えた産業用機器などでもよい。ウェ
アラブルコンピュータには、腕時計やヘッドマウントディスプレイ等が含まれる。また、
産業用機器には、ＭＦＰ等のオフィス機器、内視鏡等の医療用機器、耕耘機等の産業用機
器などが含まれる。
【００５９】
　＜電子黒板のハードウェア構成＞
　続いて、図６を用いて、電子黒板３０のハードウェア構成を説明する。図６は、電子黒
板３０のハードウェア構成図の一例である。
【００６０】
　電子黒板３０は、電子黒板３０全体の動作を制御するＣＰＵ２０１、ＩＰＬ等のＣＰＵ
２０１の駆動に用いられるプログラムを記憶したＲＯＭ２０２、及び、ＣＰＵ２０１のワ
ークエリアとして使用されるＲＡＭ２０３を有する。また、電子黒板用プログラム等の各
種データを記憶するＳＳＤ２０４、第２通信ネットワークＮ２との通信を制御するネット
ワークコントローラ２０５、及び、ＵＳＢメモリ５との通信を制御する外部記憶コントロ
ーラ２０６を備えている。
【００６１】
　また、電子黒板３０は、ノートＰＣ６がディスプレイに表示している静止画または動画
を取り込むキャプチャデバイス２１１を有する。また、グラフィクスを専門に扱うＧＰＵ
(Graphics Processing Unit)１１２、及び、ＧＰＵからの出力画像や伝送端末１０からの
出力画像をディスプレイ３へ出力するために画面表示の制御及び管理を行うディスプレイ
コントローラ２１３を備えている。
【００６２】
　更に、電子黒板３０は、接触センサ２１５の処理を制御するセンサコントローラ２１４
、ディスプレイ３上に電子ペン４やユーザの手Ｈ等が接触したことを検知する接触センサ
２１５を備えている。この接触センサ２１５は、赤外線遮断方式による座標の入力及び座
標の検出を行う。接触センサ２１５としては、赤外線遮断方式に限らず、静電容量の変化
を検知することにより接触位置を特定する静電容量方式のタッチパネルでもよい。また、
対向する２つの抵抗膜の電圧変化によって接触位置を特定する抵抗膜方式のタッチパネル
、接触物体が表示部に接触することによって生じる電磁誘導を検知して接触位置を特定す
る電磁誘導方式のタッチパネルなどの種々の検出手段を用いてもよい。
【００６３】
　また、電子黒板３０は、電子ペンコントローラ２１６を備えている。この電子ペンコン
トローラ２１６は、電子ペン４と通信することで、ディスプレイ３へのペン先のタッチや
ペン尻のタッチの有無を判断する。
【００６４】
　更に、電子黒板３０は、ＣＰＵ２０１、ＲＯＭ２０２、ＲＡＭ２０３、ＳＳＤ２０４、
ネットワークコントローラ２０５、外部記憶コントローラ２０６、キャプチャデバイス２
１１、ＧＰＵ２１２、及びセンサコントローラ２１４、及び、電子ペンコントローラ２１
６を図６に示されているように電気的に接続するためのアドレスバスやデータバス等のバ
スライン２２０を備えている。
【００６５】
　また、本実施形態では、伝送端末１０と電子黒板３０が有線又は無線で接続される。こ
のような近距離の無線接続および有線接続について、通信する情報を悪意ある第三者が取
得する（いわゆるネットワークにおける盗聴）の可能性について説明する。まず、直接接
続の場合、物理的に接続された機器同士のみ情報を送受信するため、盗聴リスクはない。
また、近距離な無線通信の場合、ユーザの目の届く範囲に盗聴者がいないことを確認でき
るので、盗聴リスクはかなり低く、比較的に安全に通信することが可能である。従って、
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同一拠点に存在する電子黒板３０と伝送端末１０の通信は、安全になされると判断してよ
い。
【００６６】
　＜機能構成＞
　次に、図７を用いて、伝送端末１０，伝送管理システム５０，及び、電子黒板３０の機
能構成について説明する。図７は、第１通信システムＳ１及び第２通信システムＳ２に含
まれる伝送端末１０，伝送管理システム５０，及び、電子黒板３０の機能ブロック図の一
例である。
【００６７】
　なお、中継装置４０及びプログラム提供システム９０は、本実施形態では直接関係ない
ため、図７では省略されている。また、携帯端末２０は伝送端末１０とほぼ同様の機能を
備え、相違があるとしても本実施形態を実現する上で支障がないものとする。
【００６８】
　＜＜伝送端末の各機能構成＞＞
　伝送端末１０は、送受信部１１、画像出力部１２、第１接続機器通信部１３、機器情報
送信部１４、表示制御部１５、撮像部１６、音声入力部１７ａ、音声出力部１７ｂ、宛先
リスト作成部１８、操作入力受付部１９、ログイン要求部２１、及び、記憶・読出処理部
２９を有している。
【００６９】
　伝送端末１０が有する各部は、図３に示されている各構成要素のいずれかが、フラッシ
ュメモリ１０４からＲＡＭ１０３上に展開された端末用プログラム１３０に従ったＣＰＵ
１０１からの命令によって動作することで実現される機能、又は機能される手段である。
【００７０】
　また、伝送端末１０は、図３に示されているフラッシュメモリ１０４によって構築され
る不揮発性記憶部１０００を有している。
【００７１】
　伝送端末１０の送受信部１１は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、及び図
３に示されているネットワークＩ／Ｆ１１１によって実現される。送受信部１１は第１通
信ネットワークＮ１を介して他の伝送端末１０、伝送管理システム５０，及び中継装置４
０等と各種データの送受信を行う。
【００７２】
　画像出力部１２は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令及びディスプレイＩ／
Ｆ１１７や外部機器接続Ｉ／Ｆ１１８等によって実現され、ディスプレイ１２０に出力す
る画像を電子黒板３０に出力する。なお、ディスプレイ１２０と電子黒板３０はいずれか
一方のみが接続されていてもよい。
【００７３】
　第１接続機器通信部１３は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、ディスプレ
イＩ／Ｆ１１７、ネットワークＩ／Ｆ１１１及び外部機器接続Ｉ／Ｆ１１８等によって実
現され、電子黒板３０を検出し電子黒板３０と通信する。通信方法は、イーサネット（登
録商標）、ＨＤＭＩ（登録商標）ケーブルなどの有線接続でもよいし、Bluetooth（登録
商標）や無線ＬＡＮなどの無線通信でもよいし、ＮＦＣ（登録商標）などの近距離無線通
信でもよい。具体的には、後述する接続情報及びタイプ識別情報（種別情報）を電子黒板
３０から受信する。ＨＤＭＩケーブルにて接続することにより、１つのケーブルで映像/
音声の出力と、制御情報のやり取りを同時に行える。また、Bluetooth（登録商標）で接
続すると、比較的、近距離に限って無線で通信できる。
【００７４】
　機器情報送信部１４は、送受信部１１を用いて、第１接続機器通信部１３が受信した接
続情報及びタイプ識別情報を、伝送管理システム５０を介してセッションを確立している
他方の伝送端末１０に送信する。
【００７５】
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　表示制御部１５は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、及び図３に示されて
いるディスプレイＩ／Ｆ１１７によって実現され、外付けのディスプレイ１２０に対して
画像データを送信（出力）するための制御を行う。
【００７６】
　撮像部１６は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、及びカメラ１１２及び撮
像素子Ｉ／Ｆ１１３によって実現され、被写体を撮像して、この撮像して得た画像データ
を出力する。
【００７７】
　音声入力部１７ａは、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、及び音声入出力Ｉ
／Ｆ１１６によって実現され、マイク１１４によってユーザの音声が音声信号に変換され
た後、この音声信号に係る音声データを入力する。
【００７８】
　音声出力部１７ｂは、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、及び音声入出力Ｉ
／Ｆ１１６によって実現され、音声データに係る音声信号をスピーカ１１５に出力し、ス
ピーカ１１５から音声を出力させる。
【００７９】
　宛先リスト作成部１８は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令によって実現さ
れ、伝送管理システム５０から受信した宛先状態情報（宛先候補端末及び宛先候補の伝送
端末１０及び携帯端末２０の稼動状態）に基づいて、宛先リストの作成及び更新を行う。
【００８０】
　操作入力受付部１９は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、操作ボタン１０
８及び電源スイッチ１０９によって実現され、ユーザによる各種入力を受け付ける。例え
ば、ユーザが、図３に示されている電源スイッチ１０９をＯＮにすると、操作入力受付部
１９が電源ＯＮを受け付けて電源をＯＮにする。
【００８１】
　ログイン要求部２１は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令によって実現され
る。電源ＯＮの受け付けを契機として（又はユーザの認証操作を契機として）、送受信部
１１から第１通信ネットワークＮ１を介して伝送管理システム５０に、ログインを要求す
る旨を示すログイン要求情報、及び要求元端末の現時点のＩＰアドレスを自動的に送信す
る。
【００８２】
　記憶・読出処理部２９は、図３に示されているＣＰＵ１０１からの命令、及び図３に示
すＳＳＤ１０５によって実現され、不揮発性記憶部１０００に各種データを記憶したり、
不揮発性記憶部１０００に記憶された各種データを読み出したりする処理を行う。この不
揮発性記憶部１０００には、通信先としての伝送端末１０の端末又はユーザを識別するた
めの通信ＩＤ（Identification）、タイプ識別情報、及びパスワード等が記憶される。な
お、通信ＩＤ及びパスワードは不揮発性記憶部１０００に記憶されていなくてもよく、例
えば伝送管理システム５０に対してログイン要求を行う際に都度、ユーザが入力するよう
にしてもよい。
【００８３】
　なお、本実施形態の通信ＩＤは、それぞれ伝送端末若しくはこの伝送端末を利用するユ
ーザを一意に識別するために使われる言語、文字、記号、又は各種のしるし等の識別情報
を示す。また、通信ＩＤ及び中継装置ＩＤは、上記言語、文字、記号、及び各種のしるし
のうち、少なくとも２つが組み合わされた識別情報であってもよい。
【００８４】
　＜＜伝送管理システムの機能構成＞＞
　伝送管理システム５０は、送受信部５１、認証部５２、セッション管理部５３、及び、
記憶・読出処理部５９を有している。これら各部は、図４に示されている各構成要素のい
ずれかが、ＨＤ３０４からＲＡＭ３０３上に展開された伝送管理用プログラム３２０に従
ったＣＰＵ３０１からの命令によって動作することで実現される機能又は機能される手段
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である。また、伝送管理システム５０は、伝送管理システム５０の電源をＯＦＦにしても
各種データ（または情報）の記憶が維持される不揮発性記憶部５０００を有しており、こ
の不揮発性記憶部５０００は図４に示されているＨＤ３０４により構築されている。
【００８５】
【表１】

　不揮発性記憶部５０００には、表１に示されているようなセッション管理テーブルによ
って構成されているセッション管理ＤＢ５００１が構築されている。このセッション管理
テーブルでは、中継装置４０を選択するためのセッションの実行に用いられるセッション
ＩＤ毎に、データの中継に使用される中継装置４０の中継装置ＩＤ、要求元端末の通信Ｉ
Ｄ及び宛先端末の通信ＩＤが関連付けられて管理される。
【００８６】

【表２】

　不揮発性記憶部５０００には、表２に示されているような宛先情報を管理する宛先リス
ト管理テーブルによって構成されている宛先リスト管理ＤＢ５００２が構築されている。
宛先リスト管理テーブルでは、テレビ会議における接続の開始（発呼）を要求する要求元
端末の通信ＩＤに対して、全ての宛先候補の伝送端末１０又は携帯端末２０の通信ＩＤが
関連付けられて管理される。この宛先候補の通信ＩＤは、要求元端末が通信を開始できる
伝送端末１０又は携帯端末２０である。
【００８７】
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【表３】

　不揮発性記憶部５０００には、表３に示されているような端末管理テーブルによって構
成されている端末管理ＤＢ５００３が構築されている。この端末管理テーブルでは、伝送
端末１０の通信ＩＤ毎に、各伝送端末の稼動状態、各通信ＩＤを宛先とした場合の名称、
端末のＩＰアドレス、が関連付けられて管理される。
【００８８】

【表４】

　不揮発性記憶部５０００には、表４に示されているような認証管理テーブルによって構
成されている認証管理ＤＢ５００４が構築されている。この認証管理テーブルでは、伝送
端末１０又はユーザの通信ＩＤ毎に、各伝送端末１０又はユーザのパスワードが関連付け
られて管理される。なお、説明の便宜上、表４では平文のパスワードが示されているが、
認証管理テーブルのパスワードは暗号化されて管理されていてもよい。
【００８９】
　＜＜伝送管理システムの各機能構成＞＞
　次に、伝送管理システム５０の各機能構成について詳細に説明する。送受信部５１は、
図４に示されているＣＰＵ３０１からの命令、及び図４に示されているネットワークＩ／
Ｆ３０９によって実現され、第１通信ネットワークＮ１を介して伝送端末１０や中継装置
４０と各種データ（または情報）の送受信を行う。
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【００９０】
　認証部５２は、図４に示されているＣＰＵ３０１からの命令等によって実現される。認
証部５２は、送受信部５１を介して受信されたログイン要求情報に含まれている通信ＩＤ
及びパスワードの組み合わせが認証管理ＤＢ５００４に登録されているものと一致するか
否かに応じて伝送端末１０又はユーザを認証する。なお、認証方法はこれに限られず、ク
ライアント証明書（公開鍵と秘密鍵を用いた認証方法）を用いてもよい。
【００９１】
　セッション管理部５３は、図４に示されているＣＰＵ３０１からの命令によって実現さ
れる。セッション管理部５３は、認証部５２により認証が成立した伝送端末１０から宛先
端末との接続要求を取得する。そして、セッション管理ＤＢ５００１に、コンテンツデー
タを中継する中継装置４０の中継装置ＩＤと、セッションＩＤ、要求元端末の通信ＩＤ、
及び宛先端末の通信ＩＤを関連付けて記憶して管理する。
【００９２】
　記憶・読出処理部５９は、図４に示されているＣＰＵ３０１からの命令、及び図４に示
されているＨＤＤ３０５によって実現され、不揮発性記憶部５０００に各種データを記憶
したり、不揮発性記憶部５０００に記憶された各種データを読み出したりする処理を行う
。
【００９３】
　＜＜電子黒板の機能構成＞＞
　電子黒板３０は、サーバ機３１ａ、及び、クライアント機３１ｂを有し、クライアント
機３１ｂはさらに映像取得部３２、クライアント通信制御部３８、画像処理部３３、座標
検知部３４、映像重畳部３５、第２接続機器通信部３６、及び、記憶・読出処理部３９を
有している。これら各部は、図６に示されている各構成要素のいずれかが、ＳＳＤ２０４
からＲＡＭ２０３上に展開された電子黒板用プログラム２３０に従ったＣＰＵ２０１から
の命令によって動作することで実現される機能又は機能される手段である。
【００９４】
　また、電子黒板３０は、電子黒板３０の電源をＯＦＦにしても各種データ（または情報
）の記憶が維持される不揮発性記憶部７０００を有しており、この不揮発性記憶部７００
０は図６に示されているＳＳＤ２０４などにより構築されている
【００９５】
【表５】

　不揮発性記憶部７０００には、表５に示されているようなタイプ識別情報が記憶されて
いるタイプ別識別情報記憶部７００１が構築されている。タイプ識別情報は、端末種別を
示す情報であり、電子黒板３０の場合は電子黒板という機器であることを示す識別情報を
いう。電子黒板３０の場合、例えば「interactive whiteboard」がタイプ識別情報である
。この他、機器がプロジェクタであればタイプ識別情報は例えば「projector」となり、
伝送端末であれば例えば「video conference」となる。
【００９６】
　なお、機器はこれらに限られず、電子看板（デジタルサイネージ）、スポーツや天気予
報等で利用されるテレストレータ、又は、遠隔画像（映像）診断装置等であってもよい。
【００９７】
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【表６】

　不揮発性記憶部７０００には、表６に示されているような接続情報が記憶されている接
続情報記憶部７００２が構築されている。接続情報は、電子黒板３０の例えばＩＰアドレ
ス及びパスコードである。接続情報は他の拠点の電子黒板３０ａｂが電子黒板３０ａａか
ら認証を受け接続する（通信を開始する）ための情報である。なお、接続情報には、ＳＳ
ＩＤと暗号キーなど他の情報が含まれていてもよい。また、パスコードはワンタイムパス
ワードとして認証の都度、作成されてもよい。
【００９８】
　＜＜電子黒板の各機能構成＞＞
　次に、電子黒板３０の各機能構成について詳細に説明する。電子黒板３０による第２通
信システムＳ２では会議の主催装置となる電子黒板３０ａａと参加装置となる電子黒板３
０ａｂがある。このうち、主催装置ではサーバ機３１ａとクライアント機３１ｂが機能し
、参加装置ではクライアント機３１ｂのみが機能する。サーバ機３１ａは、図６に示され
ているＣＰＵ２０１からの命令、及びネットワークコントローラ２０５等によって実現さ
れ、参加装置の電子黒板３０及び自機のクライアント機３１ｂに対しサーバとしての機能
を提供する。図５において電子黒板３０ａａが主催装置で、電子黒板３０ａｂが参加装置
となる場合、電子黒板３０ａａのクライアント機３１ｂは、同じ電子黒板３０ａａに実現
されたサーバ機３１ａを介して、他の電子黒板３０ａｂのクライアント機３１ｂと通信を
行う。一方、電子黒板３０ａｂのクライアント機３１ｂは、電子黒板３０ａａに実現され
たサーバ機３１ａを介して、電子黒板３０ａａのクライアント機３１ｂと通信を行う。
【００９９】
　クライアント機３１ｂの映像取得部３２は、図６に示されているＣＰＵ２０１からの命
令、及びキャプチャデバイス２１１等によって実現され、ケーブル９に接続されたノート
ＰＣ６等の映像出力機器の出力映像を取得する。以下、取得された画像を「背景画像」と
いう。
【０１００】
　座標検知部３４は、図６に示されているＣＰＵ２０１からの命令、及び接触センサ２１
５等によって実現され、ディスプレイ３上でユーザによって生じたイベント（ディスプレ
イ３上に電子ペン４やユーザの手Ｈがタッチされた動作等）の座標位置を検出する。電子
ペン４や手Ｈで描画された一連の座標（ペン先がタッチしてから離れるまで）をストロー
クという。また、座標検知部３４はディスプレイ３に表示されるＵＩ（各種のメニュー）
に対する操作を取得する。以下、一連の座標が接続されてストロークが描画された画像を
「ストローク画像」という。
【０１０１】
　画像処理部３３は、図６に示されているＣＰＵ２０１からの命令、ＧＰＵ２１２及びデ
ィスプレイコントローラ２１３等によって実現される。そして、ストローク画像や映像取
得部３２が取得した背景画像、及びメニューなどが描画されたＵＩ画像を各画像レイヤと
してそれらを重畳する重畳処理等を行う。
【０１０２】
　映像重畳部３５は、図６に示されているＣＰＵ２０１からの命令、ＧＰＵ２１２及びデ
ィスプレイコントローラ２１３等によって実現され、画像処理部３３が重畳した画像を映
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像としてディスプレイ３に対して表示する。また、映像重畳部３５は、伝送端末１０等か
ら送られて来た映像を背景画像にピクチャ・イン・ピクチャする。
【０１０３】
　第２接続機器通信部３６は、図６に示されているＣＰＵ２０１からの命令、外部記憶コ
ントローラ２０６、ディスプレイコントローラ２１３及びネットワークコントローラ２０
５等によって実現され、伝送端末１０の検出を行い、伝送端末１０と通信する。具体的に
は、接続情報及びタイプ識別情報を伝送端末１０に送信する。
【０１０４】
　クライアント通信制御部３８は図６に示されているＣＰＵ２０１からの命令及びネット
ワークコントローラ２０５等によって実現され、サーバ通信制御部３７に各種のデータを
送信し、また、サーバ通信制御部３７から各種のデータを受信する。具体的には、映像取
得部３２がノートＰＣ６から取得した背景画像、座標検知部３４が取得したストローク画
像、及び、ＵＩに対する操作内容などを送信しまた受信する。なお、通信相手となるサー
バ通信制御部３７は、同じ筐体の電子黒板３０の場合とそうでない場合がある。
【０１０５】
　記憶・読出処理部３９は、図６に示されているＣＰＵ２０１からの命令、及び図６に示
されているＳＳＤ２０４等によって実現され、不揮発性記憶部７０００に各種データを記
憶したり、不揮発性記憶部７０００に記憶された各種データを読み出したりする処理を行
う。
【０１０６】
　＜伝送端末１０の通信処理＞
　まず、図８を用いて第１通信システムＳ１において伝送端末１０ａａと１０ａｂがセッ
ションを確立する手順を説明する。図８は、伝送端末１０ａａと１０ａｂがセッションを
確立する手順を示すシーケンス図の一例である。
S1：ユーザが電源スイッチ１０９をＯＮにすると、操作入力受付部１９が電源ＯＮを受け
付けて、電源をＯＮにする。
S2：ログイン要求部２１は上記電源ＯＮを契機とし、送受信部１１から第１通信ネットワ
ークＮ１を介して伝送管理システム５０にログイン要求を示すログイン要求情報を自動的
に送信する。ログイン要求は電源ＯＮ時だけでなくユーザ操作によって任意のタイミング
で送信されることができる。ログイン要求情報には、要求元である伝送端末１０ａａを識
別するための通信ＩＤ、及びパスワードが含まれている。なお、伝送端末１０ａａから伝
送管理システム５０へログイン要求情報が送信される際、受信側である伝送管理システム
５０は、伝送端末１０ａａのＩＰアドレスを把握することができる。
S3：伝送管理システム５０の認証部５２は、送受信部５１を介して受信したログイン要求
情報に含まれている通信ＩＤ及びパスワードと同一の通信ＩＤ及びパスワードが認証管理
テーブルで管理されているかを判断することによって端末認証を行う。
S4：認証部５２によって伝送端末１０ａａの認証が成立した場合、セッション管理部５３
は宛先管理テーブルから伝送端末１０ａａが宛先候補とする宛先端末の通信ＩＤを読み出
し、宛先端末の稼動状態を端末管理テーブルから読み出す。本処理では宛先端末である伝
送端末１０ａｂはオンラインであるとする。
S5：次に、送受信部５１は、宛先候補の各伝送端末の通信ＩＤと稼動状態とが含まれた宛
先状態情報を、第１通信ネットワークＮ１を介して伝送端末１０ａａに送信する。宛先状
態情報には、端末管理テーブルに登録されている名称が含まれる。これにより、伝送端末
１０ａａは、伝送端末１０ａａと通信することができる宛先リストの伝送端末１０ａｂの
現時点のそれぞれの稼動状態を把握することができる。
S6：なお、送受信部５１はログイン要求してきた伝送端末１０ａａの通信ＩＤとその稼動
状態を、伝送端末１０ａａを宛先リストに含める伝送端末（ここでは伝送端末１０ａｂ）
に送信する。これにより、宛先リストに登録されている宛先候補の伝送端末１０が互いに
相手の稼動状態を把握できる。
S7：伝送端末１０ａａの宛先リスト作成部１８は、宛先状態情報を受け取ると、宛先リス
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トを作成し、ディスプレイ１２０に表示させる。伝送端末１０ａａのユーザは宛先リスト
画面から通信の開始を要求する通信ＩＤを選択することができる。本実施形態では伝送端
末１０ａｂが選択されたものとする。
S8：ユーザが宛先を選択して通信の開始を要求すると、伝送端末１０ａａの送受信部１１
は、開始要求情報を伝送管理システム５０へ送信する。開始要求情報には要求元端末ＩＤ
と宛先端末ＩＤが含まれる。また、これにより、伝送管理システム５０の送受信部５１は
要求元端末１０ａａのＩＰアドレスを把握することになる。
S9：伝送管理システム５０のセッション管理部５３は、端末管理テーブルとセッションテ
ーブルを更新する。具体的には、中継装置４０を選択してセッション管理テーブルに新し
いレコードを登録する。また、端末管理テーブルの伝送端末１０ａａと１０ａｂに対応づ
けて、稼動状態を「通信中」に設定する。
S10：送受信部５１は選択した中継装置４０に中継開始を要求する。これにより、中継装
置４０は、伝送端末１０ａａと１０ａｂのＩＰアドレスを把握して、画像データと音声デ
ータを通信するためのセッションを確立する。したがって、伝送端末１０ａａと１０ａｂ
はテレビ会議を開始することができる。　
　＜電子黒板の通信処理＞
　まず、図９を用いて第２通信システムＳ２において電子黒板３０ａａと３０ａｂがセッ
ションを確立する手順を説明する。図９は、電子黒板３０ａａと３０ａｂが会議を開始す
る手順を示すシーケンス図の一例である。
S1：ユーザが電子黒板３０ａａの電源スイッチをオンにすると、電子黒板３０ａａのクラ
イアント機３１ｂが起動する。そして、ユーザがタッチパネル等の入力装置によってサー
バ機３１ａを起動させる操作をすると、電子黒板３０ａａのサーバ機３１ａが起動する。
S2：次に、電子黒板３０ａａの映像重畳部３５が接続情報記憶部７００２から接続情報を
読み出し、ディスプレイ３ａに表示させる。この接続情報には、主催装置である電子黒板
３０ａａのＩＰアドレスとパスコードが含まれている。この接続情報は、従来であれば、
電子黒板３０ａａのユーザによって、電話や電子メールにより、電子黒板３０ａｂのユー
ザＢに伝えられる。
S3：次に、電子黒板３０ａａの第２接続機器通信部３６は接続情報とタイプ識別情報を伝
送端末１０に送信する処理を行う。この処理については図１０にて後述する。また、電子
黒板３０ａａに伝送端末１０が接続されている場合、ステップＳ２で電子黒板３０ａａが
接続情報を表示しなくてもよい。
S4：次に、従来であれば、電子黒板３０ａｂは、ユーザによるタッチパネル等の入力装置
の操作によって接続情報の入力を受け付ける。また、本実施形態であれば、伝送端末１０
ａｂから電子黒板３０ａｂに接続情報が送信される。電子黒板３０ａｂのクライアント通
信制御部３８は接続情報に含まれるＩＰアドレスに基づき、電子黒板３０ａａのサーバ機
３１ａに対しパスコードを送信して参加要求を行う。
S5：電子黒板３０ａａのサーバ機３１ａは電子黒板３０ａｂを認証する。すなわち、参加
要求に含まれるパスコードが、電子黒板３０ａａがステップＳ２でディスプレイ３ａに表
示した接続情報のパスコードと一致するか否かを判定する。
S6：認証が成立した場合、電子黒板３０ａａのサーバ機３１ａは参加要求に対し参加ＯＫ
を返す。
S7：これにより、主催装置である電子黒板３０ａａと、参加装置である電子黒板３０ａｂ
との遠隔共有処理の通信が確立される。電子黒板３０ａｂのクライアント機３１ｂは電子
黒板３０ａａとの間の遠隔共有処理の開始を可能にする（この処理を共有フラグを有効に
すると称する）。
S8：電子黒板３０ａｂは、一例として、ディスプレイ３ｂにノートＰＣ６ｂから取得した
背景画像を表示する。
S9：電子黒板３０ａｂのクライアント機３１ｂは背景画像を電子黒板３０ａａのサーバ機
３１ａに送信する。
S10：電子黒板３０ａａのサーバ機３１ａは背景画像を自機のクライアント機３１ｂに送



(21) JP 6531436 B2 2019.6.19

10

20

30

40

50

出することで、電子黒板３０ａａの画像処理部３３と映像重畳部３５がディスプレイ３ａ
に背景画像を表示する。
【０１０７】
　＜第１通信システムＳ１を利用した電子黒板３０の認証処理＞
　続いて、図１０を用いて、電子黒板３０ａｂが第１通信システムＳ１を利用して電子黒
板３０ａａから認証を受ける手順を説明する。図１０は、電子黒板３０ａｂが第１通信シ
ステムＳ１を利用して電子黒板３０ａａから認証を受ける手順を示すシーケンス図の一例
である。
【０１０８】
　まず、前提として、ユーザＡは伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａが有線又は無線で
通信できる状態にする。すなわち、伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａがそれぞれ電源
ＯＮされ、電源ＯＮの前又は後に伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａが有線又は無線で
接続される。伝送端末１０ａｂと電子黒板３０ａｂについても同様である。
【０１０９】
　S1：伝送端末１０ａａの第１接続機器通信部１３は電子黒板３０ａａを検出し（検出し
た時点で電子黒板３０であることが分からなくてもよい）、電子黒板３０ａａの第２接続
機器通信部３６は伝送端末１０を検出する。電子黒板３０ａａの第２接続機器通信部３６
は接続されている機器を検出すると自動的に（そのためのユーザ操作がなくても）接続情
報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａａの第１接続機器通信部１３に通知する。
S2：伝送端末１０ａａの第１接続機器通信部１３は接続情報とタイプ識別情報を機器情報
送信部１４に通知する。
S3：同様に、電子黒板３０ａｂの第２接続機器通信部３６は接続されている機器を検出す
ると自動的に（そのためのユーザ操作がなくても）接続情報とタイプ識別情報を伝送端末
１０ａｂの第１接続機器通信部１３に通知する。
S4：伝送端末１０ａｂの第１接続機器通信部１３は接続情報とタイプ識別情報を機器情報
送信部１４に通知する。
S5：ここで、伝送端末１０ａａと伝送端末１０ａｂは図８にて説明した手順で伝送管理シ
ステム５０へのログイン（認証）及びセッションを確立する。接続情報とタイプ識別情報
の通知は、セッション確立の後で行われてもよい。
S6：伝送端末１０ａａの機器情報送信部１４は、伝送端末１０ａｂとのセッションが確立
していることを利用して、接続情報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａｂに送信する。送
信時には、伝送管理システム５０又は中継装置４０を介して送信するが、伝送端末１０ａ
ｂが同じネットワーク（例えば社内ＬＡＮ）に接続されている場合などには伝送端末１０
ａｂに直接、送信してもよい。
S7：伝送端末１０ａｂの機器情報送信部１４は接続情報とタイプ識別情報を第１接続機器
通信部１３に送出する。
S8：伝送端末１０ａｂの第１接続機器通信部１３はタイプ識別情報と、ステップＳ３で電
子黒板３０ａｂから取得したタイプ識別情報を比較する。すなわち、電子黒板３０のタイ
プ識別情報は「interactive whiteboard」なので、「interactive whiteboard」というタ
イプ識別情報を伝送端末１０ａａから受信できたかどうかを判断する。これは、伝送端末
１０ａａが別の機器（例えば、プロジェクタ）と接続されている場合にも、伝送端末１０
ａａは伝送端末１０ａｂに接続情報とタイプ識別情報を送信することがあるためである。
この場合、電子黒板３０ａｂはプロジェクタと通信を行う必要性は低いため、タイプ識別
情報を確認することで不要な通信を抑制できる。
S9：比較した結果、タイプ識別情報が同じ場合、伝送端末１０ａｂの第１接続機器通信部
１３は接続情報とタイプ識別情報を電子黒板３０ａｂに送信する。これにより、電子黒板
３０ａｂは、従来、電話や電子メールで取得していた電子黒板３０ａａの接続情報とタイ
プ識別情報を取得できたことになる。なお、ステップＳ８の判断をこの段階で電子黒板３
０ａａが行ってもよい。また、電子黒板３０ａｂが判断する場合、電子黒板３０ａｂが通
信してもよい機器のリスト（タイプ識別情報のリスト）を予め有しておき、該リストに登
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録された機器であれば通信してもよい。
S10：タイプ識別情報を確認したら、電子黒板３０ａｂの第２接続機器通信部３６はクラ
イアント通信制御部３８に接続情報とタイプ識別情報を送出する。
S11：クライアント通信制御部３８は図９にて説明したように、接続情報のＩＰアドレス
を宛先に電子黒板３０ａａと通信しパスコードを送信することで参加要求することができ
る。
【０１１０】
　この後、電子黒板３０ａａは電子黒板３０ａｂを認証するので、伝送端末１０ａｂと電
子黒板３０ａｂのユーザＢは伝送端末１０ａｂで伝送管理システム５０にログイン（認証
）するという１回の認証操作で電子黒板３０ａｂを利用できるようになる。したがって、
ネットワークを介した機器同士の通信の際にユーザ負担を低減することができる。
【０１１１】
　なお、本実施例では、伝送端末１０は電子黒板３０とだけ接続されているが、伝送端末
１０は電子黒板３０の他、プロジェクタなど２つ以上の機器と接続されていてもよい。
【０１１２】
　また、図１０では、伝送端末１０ａａが伝送端末１０ａｂに接続情報とタイプ識別情報
を送信している。ここで図１０からは明らかでないが、伝送端末１０ａｂも伝送端末１０
ａａに接続情報とタイプ識別情報を送信することができる。伝送端末１０ａａは電子黒板
３０ａａに接続情報とタイプ識別情報を送信する。しかし、サーバ機３１ａが起動してい
る電子黒板３０ａａは電子黒板３０ａｂに参加要求しないので、電子黒板３０ａａと３０
ａｂが双方向に参加要求するような不都合は生じない。あるいは、ステップＳ３において
、サーバ機３１ａが起動しない電子黒板３０ａｂの第２接続機器通信部３６は、転送不要
を示す情報と共に接続情報とタイプ別識別情報を伝送端末１０ａｂに送信してもよい。
【０１１３】
　また、電子黒板３０ａａがパスコードにより電子黒板３０ａｂを認証しない場合には、
電子黒板３０ａａは接続情報のうちパスコードを送信しなくてもよい。電子黒板３０ａａ
と電子黒板３０ａｂはどちらも社内に接続されていることが前提となっているため、少な
くとも社外から接続されることはないためである。
【０１１４】
　また、図１１（ａ）に示すように、電子黒板３０ａａは接続情報を送信する前にその旨
をディスプレイ３ａに表示してもよい。図１１（ａ）は電子黒板３０ａａのディスプレイ
３ａに表示されるメッセージの一例を示す。図１０の例えばステップＳ１の前に、電子黒
板３０ａａは「接続情報とタイプ識別情報を送信してよいですか？」というメッセージ５
０１を表示する。ユーザＡがＯＫボタン５０２を押下すると、電子黒板３０ａａは接続情
報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａａに送信する。ユーザＡがキャンセルボタン５０３
を押下すると、電子黒板３０ａａは接続情報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａａに送信
しない。このような処理により、電子黒板３０ａａから接続情報とタイプ識別情報がユー
ザＡの知らないうちに筐体の外に送信されることを防止できる。
【０１１５】
　なお、図１１（ａ）に示すように、同様のメッセージを伝送端末１０ａａが表示しても
よい。このメッセージは図１０の例えばステップＳ６の前に表示される。このような処理
により、接続情報とタイプ識別情報がユーザＡの知らないうちに別の拠点に送信されるこ
とを防止できる。なお、図１にて説明したように、ディスプレイ１２０の内容は電子黒板
３０のディスプレイ３にも表示可能なので、ディスプレイ３の領域Ｄａにメッセージを表
示してもよい。
【０１１６】
　また、図１１（ｂ）に示すように、電子黒板３０ａｂは参加要求を送信する前にその旨
をディスプレイ３ｂに表示してもよい。図１０の例えばステップＳ１０の前に、電子黒板
３０ａｂは「接続情報とタイプ識別情報を受信しました。参加要求しますか？」というメ
ッセージ５１１を表示する。ユーザＡがＯＫボタン５１２を押下すると、伝送端末１０ａ
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ｂは参加要求し、ユーザＡがキャンセルボタン５１３を押下すると、伝送端末１０ａｂは
参加要求しない。このような処理により、ユーザＢが確認した後に電子黒板３０ａｂは会
議に参加できる。例えば、伝送端末１０ａｂと電子黒板３０ａｂが電源ＯＮのままユーザ
Ｂが不在になったときに自動的に会議が始まることを防止できる。
【０１１７】
　＜好適な変形例＞
　相手の拠点に自拠点の機器が通信できる機器が存在しない場合について説明する。例え
ば、伝送端末１０ａａには電子黒板３０ａａが接続されているが、伝送端末１０ａｂには
電子黒板３０ａｂが接続されていない場合である。
【０１１８】
　図１２は、電子黒板３０ａｂが第１通信システムＳ１を利用して電子黒板３０ａａから
認証を受ける手順を示すシーケンス図の一例である。なお、図１２の説明では主に図１０
との相違点について説明する。図１２では、伝送端末１０ａｂに機器が接続されていない
。
S1～S5：伝送端末１０ａａは接続情報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａｂに送信し、ま
た、伝送端末１０ａｂとセッションを確立する。
S6,7：伝送端末１０ａａは接続情報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａｂに送信する。
S8：伝送端末１０ａｂの第１接続機器通信部１３は、図１０のステップＳ３，４と異なり
機器が接続されていないと判断する。何らかの機器が接続されている場合は、伝送端末１
０ａａから送信されたタイプ識別情報を自機が通信できる機器であるか否かを判断する。
S9：通信できる機器が接続されていないことを検出した場合、伝送端末１０ａｂの第１接
続機器通信部１３は電子黒板３０ａｂが接続されていないことを機器情報送信部１４に送
出する。
S10：伝送端末１０ａｂの機器情報送信部１４は電子黒板３０ａｂが接続されていないこ
とを伝送端末１０ａａに通知する。
S11：伝送端末１０ａａの機器情報送信部１４は表示制御部１５に電子黒板３０ａｂが接
続されていないことを通知する。
S12：これにより、伝送端末１０ａａの表示制御部１５はディスプレイ１２０ａａ（表示
装置）に伝送端末１０ａｂに電子黒板３０ａｂが接続されていない旨のメッセージ等を表
示できる。また、伝送端末１０ａａは電子黒板３０ａｂが接続されていない旨を電子黒板
３０ａａに通知してもよい。
【０１１９】
　図１３は、伝送端末１０ａａに接続されたディスプレイ１２０，及び電子黒板３０ａａ
のディスプレイ３ａに表示されたメッセージの一例を示す図である。図１３では、伝送端
末１０ａａに接続されたディスプレイ１２０ａａ及び電子黒板３０ａａのディスプレイ３
ａに「相手の拠点には電子黒板がありません」というメッセージ６０１が表示されている
。したがって、ユーザＡは電子黒板３０を用いた会議ができないことを把握できる。
【０１２０】
　<<電子黒板３０の周囲に複数の伝送端末が存在する場合>>
　また、図１４に示すように、電子黒板３０ａａの周囲に複数の伝送端末１０ａａ１と１
０ａａ２が存在している場合も生じうる。図１４は電子黒板３０ａａの周囲に複数の伝送
端末１０ａａ１と１０ａａ２が存在している場合の伝送端末１０の選択を説明する図の一
例である。この場合、電子黒板３０ａａは接続情報とタイプ識別情報を伝送端末１０ａａ
１と０ａａ２にそれぞれ送信できるが、接続情報とタイプ識別情報を送信するのは第１通
信システムＳ１で用いられる伝送端末１０のみでよい。
【０１２１】
　このような場合を想定し、ステップＳ１やＳ２の前に、伝送端末１０ａａ１と１０ａａ
２は通信ＩＤを電子黒板３０ａａに送信して、電子黒板３０ａａが２つの通信ＩＤを表示
することが好適である。例えば、伝送端末１０ａａ１の通信ＩＤを「０１ａａ１」、伝送
端末１０ａａ２の通信ＩＤを「０１ａａ２」とする。
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（１）伝送端末１０ａａ１と伝送端末１０ａａ２はそれぞれの通信ＩＤを電子黒板３０ａ
ａに送信する。
（２）電子黒板３０ａａは２つの通信ＩＤをディスプレイ３ａに表示する。ユーザＡは所
望の伝送端末１０ａａを選択できる。
（３）電子黒板３０ａａは選択結果をユーザが選択した伝送端末１０ａａに通知する。
【０１２２】
　したがって、通知された伝送端末１０ａａのみが伝送端末１０ａｂに接続情報とタイプ
識別情報を送信する。このような仕組みがあれば、無線により複数の伝送端末１０と電子
黒板３０が通信する場合に、ユーザは使用する伝送端末１０を選択できる。たとえば、伝
送端末１０と共に携帯端末２０が電子黒板３０の周囲にある場合にも有効である。
【実施例２】
【０１２３】
　本実施例では、伝送端末１０だけでなく電子黒板３０も社外のネットワークを介して通
信する第１通信システムＳ１と第２通信システムＳ２について説明する。電子黒板３０が
社外のネットワークを介して認証されるのであれば、電子黒板３０ａａが電子黒板３０ａ
ｂを認証したことを利用して伝送端末１０ａｂが伝送端末１０ａａの認証を受けることも
可能になる。よって、伝送端末１０が電源ＯＮで通信ＩＤとパスワードを送信するのでな
く、ユーザが入力するような場合に有効である。
【０１２４】
　本実施例では、電子黒板３０が社外のネットワークを介して通信できるため、図６にお
いて第２通信ネットワークＮ２が社外のネットワーク（例えばインターネット）を含み、
電子黒板３０ａａと電子黒板３０ａｂが何らかのサーバを経由して通信する。
【０１２５】
　図１５は、本実施例において第１通信システムＳ１及び第２通信システムＳ２が含まれ
る伝送端末１０，伝送管理システム５０，及び、電子黒板３０の機能ブロック図の一例で
ある。
【０１２６】
　なお、本明細書において、同一の符号を付した構成要素については、同様の機能を果た
すので、一度説明した構成要素の説明を省略あるいは相違点についてのみ説明する場合が
ある。
【０１２７】
　本実施例では、伝送管理システム５０が伝送端末１０だけでなく電子黒板３０を認証す
る。認証の仕組みは実施例１における伝送端末１０の仕組みと同じであるものとするが、
認証方法はどのようなものでもよい。すなわち、電子黒板３０も通信ＩＤなど、一意に識
別するためのＩＤを有している。なお、認証された電子黒板３０ａａと電子黒板３０ａｂ
は伝送端末１０と同様に中継装置４０が背景画像やストロークを中継してもよいし、サー
バ機３１ａが中継してもよい。
【０１２８】
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【表７】

　本実施例では、不揮発性記憶部５０００には、表７に示されているようなプレゼンス管
理テーブルによって構成されているプレゼンス管理ＤＢ５００５が構築されている。この
プレゼンス管理テーブルでは、拠点を識別する識別ＩＤに対応づけてタイプ識別情報が登
録されている。拠点ＩＤは、各拠点に伝送端末１０が存在するという前提では例えば通信
ＩＤでよいが、その他、拠点を識別できるものであればよい。タイプ識別情報は拠点に存
在する機器を示す。
【０１２９】
　また、伝送端末１０は認証機器決定部５４を有している。認証機器決定部５４は、図４
に示されているＣＰＵ３０１からの命令等によって実現され、各拠点に対し認証を行う機
器を決定し、拠点に対し認証を行う機器を通知する。認証機器決定部５４は例えば、以下
のように、認証を行う機器の優先順位を予め保持している。
【０１３０】
　１．video conference（ビデオ会議端末）
　２．interactive whiteboard（電子黒板）
　３．projector（プロジェクタ）
　４．smart phone（携帯端末）
認証機器決定部５４は各拠点に存在する共通の機器のうち、認証を行う機器を最も優先度
が高いものに決定する。表７の例では、video conferenceが認証を行う機器となる（実施
例１と同様）。
【０１３１】
　したがって、外部のネットワークを介して接続できる機器が拠点に複数存在するが、存
在する機器が同じとは限らない場合でも認証する機器を決定できる。例えば、一方の拠点
に、video conference、interactive whiteboard、projectorがあるが、他方の拠点にvid
eo conferenceがなくinteractive whiteboard とprojectorのみがある場合、電子黒板３
０が認証する機器に決定されるので、電子黒板３０ａａと電子黒板３０ａｂが認証し、該
認証結果を利用してprojector同士が認証できる。
【０１３２】
　また、伝送管理システム５０がプレゼンス管理テーブルの内容を各拠点に通知すれば、
ユーザは相手の拠点にある端末を容易に把握できる。
【０１３３】
　図１６は、伝送管理システム５０が認証する機器を決定する手順を示すシーケンス図の
一例である。
S1,2：伝送端末１０ａａと電子黒板３０ａａは互いの通信ＩＤを交換する。伝送端末１０
ａｂと電子黒板３０ａｂは互いの通信ＩＤとタイプ識別情報を交換する。当然ながら、存
在しない機器とは通信ＩＤとタイプ識別情報を交換できない。
S3,4：電子黒板３０ａａは自機と伝送端末１０ａａの通信ＩＤ及びタイプ識別情報を伝送
管理システム５０（外部装置）に送信する。電子黒板３０ａｂは自機と伝送端末１０ａｂ



(26) JP 6531436 B2 2019.6.19

10

20

30

40

50

の通信ＩＤ及びタイプ識別情報を伝送管理システム５０に送信する。
S5,6：伝送端末１０ａａは自機と電子黒板３０ａａの通信ＩＤ及びタイプ識別情報を伝送
管理システム５０に送信する。伝送端末１０ａｂは自機と電子黒板３０ａｂの通信ＩＤ及
びタイプ識別情報を伝送管理システム５０に送信する。同じ通信ＩＤを送信する拠点は同
じ拠点なので、このステップＳ３～Ｓ６の処理により、伝送管理システム５０は同じ拠点
に存在する機器を把握できる。なお、Ｓ３とＳ５はどちらか一方の送信だけでよく、Ｓ４
とＳ６はどちらか一方の送信だけでよいが、拠点にある機器が不明なのですべての機器が
通信ＩＤとタイプ識別情報を送信している。優先順位に基づき拠点内で各機器が調停して
１つの機器だけが通信ＩＤと接続情報を送信してもよい。
S7：伝送管理システム５０の認証機器決定部５４はプレゼンス管理テーブルに各拠点に存
在する機器を登録する。
S8：伝送管理システム５０の認証機器決定部５４はプレゼンス管理テーブルにおいてそれ
ぞれの拠点に共通に存在する機器のうち、優先順位が最も高い機器を認証する機器に決定
する。ここでは伝送端末１０が認証する機器に決定されたものとする。
S9,10：伝送管理システム５０の認証機器決定部５４は送受信部５１を介して伝送端末１
０ａａ、１０ａｂに認証要求を送信する。
【０１３４】
　これにより、伝送端末１０ａａは実施例１にて説明したように、電子黒板３０ａａから
接続情報とタイプ識別情報を受信して、電子黒板３０ａａに電子黒板３０ａｂを認証させ
ることができる。
【０１３５】
　なお、図１７に示すように、ステップＳ９，１０において、伝送管理システム５０は相
手拠点に存在する機器のリストを伝送端末１０ａａ、１０ａｂに通知してもよい。図１７
は、伝送端末１０ａａのディスプレイ１２０に表示されたユーザＢの拠点の機器のリスト
７０１を示す図の一例である。この機器のリスト７０１の表示は、図１７に示すように電
子黒板３０ａａが行ってもよい。
【０１３６】
　また、伝送端末１０ａａを用いて電子黒板３０ａａと３０ａｂの認証処理が行われるた
め、電子黒板３０ａａと３０ａｂの認証処理は不要である旨を表示してもよい。
【０１３７】
　したがって、本実施例によれば、各拠点に外部ネットワークを介して認証できる複数の
機器が存在する場合でも、適切な機器を選択できる。
【０１３８】
　＜その他の適用例＞
　以上、本発明を実施するための最良の形態について実施例を用いて説明したが、本発明
はこうした実施例に何等限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲内にお
いて種々の変形及び置換を加えることができる。
【０１３９】
　例えば、伝送管理システム５０の機能は複数のサーバに分散して搭載されていてもよい
。また、伝送管理システム５０が複数あってもよい。
 また、１つの拠点に３つ以上の機器（例えば、伝送端末１０、電子黒板３０及びプロジ
ェクタ）がある場合も、ユーザは１回の認証操作を行うだけで３つの機器をネットワーク
を介して使用できる。例えば伝送端末１０ａａが電子黒板３０及びプロジェクタの接続情
報とタイプ識別情報を相手の拠点の伝送端末１０ａｂに送信すればよい。
 本実施形態では主に伝送端末１０が第１通信ネットワークＮ１を介して認証を受けると
説明したが、ユーザが携帯端末２０を利用する場合も、同様に電子黒板３０ａｂは電子黒
板３０ａａの認証受けることができる。
【符号の説明】
【０１４０】
　３、１２０　　ディスプレイ
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　１０　　　　　伝送端末
　１２　　　　　画像出力部
　１３　　　　　第１接続機器通信部
　１４　　　　　機器情報送信部
　３０　　　　　電子黒板
　３２　　　　　映像取得部
　３３　　　　　画像処理部
　３４　　　　　座標検知部
　３５　　　　　映像重畳部
　３６　　　　　第２接続機器通信部
　３７　　　　　サーバ通信制御部
　３８　　　　　クライアント通信制御部
　５０　　　　　伝送管理システム
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１４１】
【特許文献１】特開２０１０－８７７０４号公報

【図１】 【図２】
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【図１３】 【図１４】
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【図１７】
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